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３　事務事業の概要

２　事務事業の目的（何のためにするのですか）

購入者：設置金額の２分の１の額を交付（ただし、種類別に上限あり）
指定販売店：出水市報償金分を値引きして市民へ販売。後日申請後に報償金
を支払う。

市民（購入者または指定販売店）

目会計 款

　対象（誰・何に対して行う事業ですか）
４　事務事業の対象・手段・意図

09環境にやさしいまちづくり事業費（家庭用生ごみ処理機等設置報償金）

手段（対象に対してどのような活動を行うのですか）

記入者名

01
項

18

04

総合計画上の
位置付け

基本方針

事務事業名

環境基本法、出水市環境基本条例、出水市家庭用生ごみ処理機等設置報償金設置要綱

環境衛生・環境美化の推進

平成２３年度　実施計画作成・事務事業評価（事後評価）シート

市民生活課 137内線

実施計画
１　基本事項

薗畑部等名 市民福祉部 課等名

環境の保全を図るため、予算の定めるところにより家庭に発生するごみの減量及び再資源化を目的とする家庭用生
ごみ処理機等を設置した者に、予算の範囲内において報償金を交付する。

生ごみ処理機等を設置した者（ま
たは指定販売店）に対して購入費
の２分の１の額（ただし、種類別
に上限あり）を報償金として交付
する。
実績
電動：１９基（４７１千円）
コンポスト：２３７基（２９４千
円）
ぼかし容器：６３基（６９千円）
水切り容器：８８基（９２千円）
合計４０７基（９２７千円）

予算額
電動：５０基（１，２５０千
円）
コンポスト：１６０基（２１７
千円）
ぼかし容器：１５６基（２２８
千円）
水切り容器：１１０基（１３０
千円）
合計４７６基（１，８２６千
円）

23年度事業の継続 24年度事業の継続

ごみ減量化・資源化推進事業

006

平成

細目
根拠法令・条例、関連計画等

01

事業期間

施　　策

細 施 策

豊かな緑ときれいな水を未来に引き継ぐまちづくり

　予算細々目名

家庭ごみ対策

平成 年度年度

H22年度の事業概要 H25年度の事業計画
H23年度の

事業概要・計画
H24年度の事業計画

　意図（活動により対象をどのような状態にしたいのですか）

家庭から排出される生ごみは、そこに含まれる水分で焼却時に燃えにくい原因のひとつとなっている。
生ごみ減量化は、ごみの減量だけではなく焼却時の燃料節約にも寄与するものである。したがって、そうしたごみの減量化の
ために生ごみ処理機等設置に対して報償金を交付することにより、ごみの減量化を図る。



003

※　活動指標・・・事業内容を示す数値（ボランティア講座開催回数、道路整備延長距離など）
※　成果指標・・・施策・事務事業の目的達成度を示す数値（ボランティア実施者数、渋滞緩和率など）

□ 拡大 ■ 継続 □ 改善
□ 統合・縮小 □ 廃止・休止

□ 拡大 ■ 継続 □ 改善
□ 統合・縮小 □ 廃止・休止

□ 拡大 ■ 継続 □ 改善
□ 統合・縮小 □ 廃止・休止

二次評価と同様に継続とする。

　廃止・休止した場合の影響はありますか

な　い

２　評　　　価

成
果
指
標

活
動
指
標

24年度

②

理由

①

有
効
性

　成果指標を向上させる余地はないですか

理由
ごみ減量化は今後不可欠の課題である。
廃止した場合には、ごみ減量化への意識低下を招くだけでなく、焼却時の燃料の浪費等も生じさせ
る可能性がある。今後はむしろ、さらなる推進を図り、ごみ減量化に取組む必要がある。

□ な　い

□ 

あ　る

広報紙やホームページ等で、積極的にＰＲを図ることにより、向上するものと思われる。
■ あ　る

目標
25年度
目標

そ
の
他

　他の市町村では、実施している事業ですか

鹿児島市、阿久根市、長島町の他、県内の複数市町で実施されている。

広報による生ごみの水切り徹底や、リデュース（ごみの排出抑制）の啓発を図る。

■

■ あ　る

　類似事業の有無と統合の可能性はないですか（市以外の取組含む）
効
率
性

■

　成果指標を下げずにコスト削減の余地はないですか

□ な　い 理由

□ 

な　い 理由

類似事業はなく、統合の可能性はない。
□ あ　る

　市と受益者との負担割合は妥当ですか（受益者負担がある場合に記入してください）

□ は　い 理由

本事業には該当しない。
いいえ

５　今後の方向性、改善案等（最終評価）

　今後の方向性（総合評価） 　方向性の理由、改善案等

　今後の方向性（総合評価） 　方向性の理由、改善案等

３　今後の方向性、改善案等（一次評価）

４　今後の方向性、改善案等（二次評価）

　方向性の理由、改善案等

生ごみの減量化は、家庭から排出されるごみ重量の削減に寄与するだけ
でなく、焼却施設の燃料節約にも効果があると思われる。

一次評価と同様に継続とする。生ごみ処理機設置の推進を図るため、更
なるＰＲ活動を積極的に取組む必要がある。

23年度22年度
目標

区分
最終目標

年度

事務事業評価（事後評価）

実績 目標値

１　指標の推移

指 標 名 単位

件 407申請書受理数

家庭ごみの一人あたり排出量

　今後の方向性（総合評価）

①

②

ｋｇ

450 470 490

204 194200 197


